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厚生労働省医政局指導課長

医療機関債を発行又は購入した場合の事業報告書等への記載について

「医療機関債の発行における消費者保護についてJ（平成25年医攻発08 0 

9第4号厚生労働省医政局長通知）により「「医療機関債」発行等のガイドライン

について」（平成16年医政発第1025003号厚生労働省医政局長通知）が改

正されたことを踏まえ、今般、医療法人が医療機関債を発行又は購入した場合の

事業報告書等への記載について定めることとし、「医療法人における事業報告書等

の様式について」（平成 19年医政発第03 3 0 0 0 3号厚生労働省医政局指導課

長通知）の一部を別添のとおり改正することとしたので、御了知の上、更に適正

な運用に努められたい。



()jrj添）

0 「医療法人における事業報告書等の様式についてj （平成19年3月30日医政発第0330003号） （抄）
（下線の部分は改正部分）

改正後 改正前

rn11 紙］ 〔~lj 紙］

様式1 様式1

事 業 報 告 書 事 業 報 告 書

（自平成00年00月00日至平成oc年CC月00日） （自平成oc年00月00日歪平成00年00月00日）

1 痘痕法人の概要 1 医療法人の概要

(1）名 宅s 医療法人00会 (1）名 称 医療法人00会

①口財団 口社団（口出資持分なし口出資持分あり） ①口財団 口社団（口出資持分なし口出資持分あり）

②口社会医療法人 口特定医療法人 口出資額限度法人 ②口社会医療法人 口鑑別医療法人 ロ特定医療法人

口その他 口出資額限度法人 口その｛也

③口基金制度採用 口基金制度不採用 ③口基金制度採用 口基金制度不採用

注）①から＠のそれぞれの項目（③は社団のみ。）について、核 注）①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）について、該

当する欄の口を塗りつぶすこと図 （会計年度内に変更があった r当する欄の口を塗りつぶすこと。 （会計年度内に変更があった

場合は変更後。） 場合は変更後。）

(2）～（4) （略） (2）～（4) （略）

(5）役員及び評議員 (5）役員及び評議員

氏 名 ｛輯 考 氏 名 備 考

理事長 00 00 理事長 00 00 

理 事 00 00 理 事 00 00 

同 00 00 ｜司 00 00 

同 00 00 00病院管理者 同 00 00 00病院管理者

同 00 00 oc病院管理者 同 00 00 00病院管理者

同 00 00 00診療所管理者 同 00 00 00診療所管理者

同 00 00 介護老人保樹匝設00園管理者 同 00 00 介護老人保健施設00園管理者

匪皿告 事 。。。。 区皿" 事 00 00 



同 00 00 同 00 00 

評議員 00 00 医師（00医師会会長） 評議員 00 00 医師（00医師会会長）

同 00 00 経営有識者（00経営ョンサノレタント｛＇（：表） 院1 00 00 経営有部者（00経営コンサノレタント代表）

同 00 00 医療を受ける者（00自治会長） 同 00 00 医療を受ける者（00自治会長）

注） 1. 社会医療法人及び特定医療法人以外の医療法人は、記載しなくても差し支え 注） 1. 社会医療法人、特別医療法人法び特定医療法人以外の医療法人は、記載しな

なU、こと固 くても差L支えないこと。

2. 理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所又は介護老人保健施 2. 理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所又は介護老人保健施

設（医療法第42条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者で 設（医療法第42条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者で

あることを記載すること。 （医療法第47条第1項参照） あることを記載すること。 （医療法第47条第1項参照）

3. 評議員め備考欄に、評議員の選任理由を記載することロ （医療法第49条の 3. 評議員。J備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。 （医療法第49条の

4参照） 4参照）

2 事業の概要 2 事業の概要

(1）～（2) （略） (1）～（2) （略）

(3）収益業務（社会医療法人が行うことができる業務） (3）収益業務（社会医療法人茎は特別医療法人が行うととができる業務）

種 類 実 施 場 所 備 考 種 類 実 施 場 所 備 考

駐車場業 0 0県00郡（市） 00同j 駐車場業 0 0県00郡〔市） 00町

（村） 00番地 （村） 00番地

料理品小売業 0 0県00郡（市） 00町 料理品小売業 0 0県00郡（市） 00町

（村） 00番地 （村） 00番地

(4）当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決文は同意した事項 (4）当該会計年度内に恒二員総会又は許議員会で議決又は同意した事項

平成00年00月00日 平成oc年度決算の決定 平成00年OOJJOO日 ず成C0年度決算の決定

平成。C年00月00日 定放の変更 平成oc年00月00日 定款の変更
平成oc年00月00口 社員の入社及び除名 平成oc年00月00日 キ土員の入社及び除名
平成00年00月OOA 理事、監事の選任、辞任の承認 平成00年00月00日 理事、監事の選任、辞任の承認

平成00年00月00日 平成00年度の事業計画及び収支予算の決定 平成00年00月00日 平成oc年度の事業計画及び収支予算の決定
II 平成oc年度の借入金額め最高限度額の決定 II 明成oc年度の借入金額の最高限度額の決定



II 医療機関債の発行岨苦入）決定

注） (5）、（6）については、医療機関債を発行又は購入した医療法人が記裁し、（7）以下について 注）以下については、病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人が記載し、診療所のみを

は、病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人が記載し、診擦所のみを開設する医療法 開設する医療法人は記載しなくても差し支えないこと。

人は記載しなくても差し支えないζ じ

(5）当該会言｜年度内に発行した医療機関順

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の

方法及び期限を記載することg なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えな

どL

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記するこ

よι

(6）当該会音｜年度内に購入した医療機関債

注） 1，医療機関川責を発行する医産法人は、医療機関債の発行により室産の墜径が立わ

れる医療機関と同ーの二次医療圏内に自らの医療機関を査しており、これらの医

療機国が地域における医療機能の分化連鐘に資する医棋連携を行っており、か

つ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するため

に必要である理由を記載すること固

2. 購入した医療機関晴名、発行元医療法人名主購入総額及び償還期間を記載する

こと。なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない固

立よ当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設 主L当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

平成oc年00月00日 00病院開設許可（平成00年開院予 平成00年00月00日 00病続問自主唱午可（平成00年間院予

定） 定）

平成00年00月00日 00診療所開設 平成00年00月00~ 00診療所開設

平j点oc年00月00日 訪問看護ステ｝ション00開設 平成00年00月00日 訪問看護λ子｝ション00開設

ill当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容 島i当該会計年度内に他0）法律、通知等において指定された内容

平成00年00月00日 公害健康被害の補償等に関する法律の 平成oc年00月00日 公害健康被害の補償等に関する法律の



公害医療機関

平成00年00月00日 小児救急医庶拠点病院

平成00年00月OOA エイズ治療拠点病院

注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。

担iその他

注J当該会計年度内に行われた工事、医療機構の購入又はリース

契約、診療科の新設文は廃止等を記載する。 L任意）

公害医療機関

平成oc年00月 00~ 小児救急、医療拠点J商店

平成oc年00月00日 エイヌ治療拠点病院
注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。

立よその他

注）当該会計年度内に行われた工事、医疲機器ォの購入文はリース

契約、診療科の新設文は廃止等を記載する。 （佳意）



or医療法人における事業報告書等の様式について」 （平成19年 3月30日医政指発第0330003号） （抄）
（下線の部分は改正部分）

改正後 改正前

様式3-1 様式3-1

法人名 ｜※医療法人整理番号｜ I I I I I 法人!1. ｜※医療法人整理番号｜ I I I I I 
所在帥 所在地

貸 イ昔 対 照 表 貸 ｛昔 対 照 表

（平成 年 月 日現在） （平成 年 月 日現在）

（単位 I千円） （単位千円）

資産の部 負債の部 資産の部 負債の部

科 日 金 額 科 国 金 額 手ヰ 日 金 額 科 目 金 額

流動資産 x X× l 流動負債 xxx 流動資産 X×x l 流動負債 xxx 
現金及び預金 ×X× 支 jム 手 可主 xx× 現金及び預金 ××× 支 払 手 形 ××× 

事 業 未 l以 金 ×〉く X 寅 持ト 金 ××× 事 業 米 収 金 x X× 買 掛 金 xxx 
有 イ面 5正 券 ×X× 短 期 ｛昔 入 金 x x× 有 イ画 E正 券 X×× 短 期 借 入 金 x x× 
た な 在日 資 産 ×X× 未 払 金 x x× た な 卸 資 産 x X× 未 払 金 ××× 

前 渡 金 x x× 未 払 費 用 X×x 前 渡 金 xxx 来 払 費 用 ×X× 

前 払 費 用 xx× 未払法人税等 X×× 前 払 費 用 xxx 未払法人税等 X×x 
繰延税金資産 ×X× 未払消費税等 X×× 繰延税金資産 X×× 未払消費税等 X×× 

その他の流動資産 ×X× 繰延税金負債 ××× その他の流動資産 X×x 繰延税金負債 xxx 
JI 固定資産 ×X× 前 5ι • 金 ×x x JI 固定資産 ××× 前 受 金 X×x 
1有形固定資産 ××× T亘 り 金 ××× 1有形固定資産 x x× fi'l り 金 X×× 

建 物 X×× 前 J戸J: l収 益 ××× 建 キh 〉く〉く〉く 前 ＇＼.三え． 収 益 ××× 

構 築 物 ××x 。。号i当 金 xx× 構 築 物 X×X 。。~I 当 金 X×x 
医療剤器械備品 ×X× その他の流動負債 x X× 医療用器械備品 xxx その他の流動負債 X×× 

その他の器械備品 xxx JI 固定負債 ×x x その他の器械備品 xxx JI 固定負債 x x× 
車両及び船舶 ×X× 医 療 機 関 債 ×X× 車両j及び船舶 〉〈〉〈× 医 療 機 関 債 ×x x 
土 生也 ×x x 長 期 flli 入 金 x x× 土 地 xx× 長 期 ｛昔 入 金 xxx 
建 設 仮 勘 定 ×X× 繰延税金負債 ×xx 建 設 仮 勘 定 ×x x 繰延税金負債 ××× 

その他の有形固定資産 ×〉〈× 。。号｜ 当 金 ×X× その他の有形固定資産 xxx 。。目｜ 当 金 X×× 

2無形固定資産 xxx その他の固定負債 xxx 2無形固定資産 xxx その他の固定負債 xxx 
｛昔 till 権 ××× 負債合計 xxx 借 生白 権 X×× 負債合計 ×xx 



ソフ ウェア 〉く〉く〉く 純資産の部 ソフ トウェア ××× 純資産の部

その他の無形固定資産 xxx 科 自 金 額 その他の無形固定資産 ×xx 科 目 金 額

3その他の資産 xx× I 資本剰余金 xx× 3その他の資産 xx× 資本剰余金 ××× 

有 価 証 券 ×X× ll 利益剰余金 ××× 有 ｛面 証 券 xxx ll 利益剰余金 ××× 

長 期 貸 イサ 金 xxx 1代替基金 X×× 長 期 貸 イサ 金 xx× l代替基金 xxx 
保有医療機関債 x x× 2その他利益剰余金 ××× 2 その他利益剰余金 ××× 

その他長期貸付金 ××× 。。積 立 金 ××× 。。手責 立 金 X×× 

役職員等長期貸付金 ××× 繰越利益剰余金 ×xx 役職員等長期貸付金 ××x 繰越利益剰余金 xxx 

長期前払費用 ××× m 評価置換算差額等 ××× 長期再fj払費用 ××× m 評価・換算差額等 ×X× 

繰延税金資産 ×〉〈× その他有価証券評価差額金 X×× 繰延税金資産 〉く〉く〉く その他有価証券評価差額金 X×× 

その他の固定資産 ×〉く× 繰延ヘッジ損益 x X× その他の幽定資産 ××× 繰延へッジ損益 ××X 

N 基 金 xxx N 基 金 xxx 
純資産合計 xxx 純資産合計 ×xx 

資産合計 ×X× 負債・純資産合計 x x× 資産合計 ×X× 負債・純資産合計 ×X× 

（注） l 表中の科目について、不要な科目は削除しでも差し支えないこと。また、 （注） 1 .表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、

~ljに表示「ることが適当であると認められるものについては、当該資産、負 別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負

債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げな 債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、 Jlljに掲記することを妨げな

v＇こと。 し、こと。

2. t士会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を高lj 2.社会医療法人、特別医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の

除すること。 基金の科目を削除すること。



0 「医療法人における事業報告書等の様式についてJ （平成19年3月30日医政指発第03 3 0 0 0 3号） （抄）

改正後 改正前

様式3 2 械式3-2

法 Aイ之 ｜※医療法人整理番号｜ I l l l I 注主ニ昆右z ｜※医療法人整理番号｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 

所在地 所在地

貸 借 対 照 表 貸 {i同i二 対 照 表

（平成 年 月 日現在） （平成 年 月 日現在）

（単位；千円） （単位 I千円）

資産の部 負債の部 資産 の部 負債の部

科 自 金 額 科 目 金 額 手ヰ 日 金 額 科 日 金 告耳

流動資産 ××× I 流動負債 ×X× I 流動資産 X×x I 流動 負債 ××x 
現金及び預金 x X× 支 払 手 T啓 xxx 現金及び預金 xx× 支 払 手 形 x x× ． 
事 業 来 収 金 ××× 買 按ト 金 xx× 事 業 未 収 金 ×x x 買 掛 金 ××× 

有 1illi 言正 券 ×X× 短 期 ｛昔 入 金 ××x 有 価 証 券 xxx 短 期 借 入 金 ××x 
た な 卸 資 産 ×X× 未 fム 金 ×X× た な 卸 資 産 xxx 未 払 金 ××× 

前 渡 金 ×X× 未 fム 費 用 ××× 前 渡 金 x x× 未 払 費 用 ××× 

前 払 費 用 〉ぐ×× 未払法人税等 ××x 前 払 費 用 xxx 未払法人税等 xxx 
繰延税金資産 ××× 未払消費税等 ××× 繰延税金資産 xx× 未払消費税等 xxx 
その他の流動資産 ×xx 繰延税金負債 X×x その他の流動資産 xxx 繰延税金負債 ××x 

II 国定資産 ××× 前 戸J笠4」． 金 X×× II 固定資産 xx× 前 コ手ぇ立． 金 x x× 
1有形固定資産 〉く〉く〉〈 7貝 り 金 xxx 1有形固定資産 xx× 預 り 金 X×x 
建 物 xxx 言~j 戸Jι' 収 益 ××× 建 物 xxx 前 '§' ι 収 益 ××× 

構 築 物 xxx 。。ヨi 当 金 ×X× 構 築 物 x X× 。。ヲ！ 当 金 ××X 

医療用器械備品 xxx その他の流動負債 XXXI 医療用器械備品 ××x その他の流動負債 X×x 
その他の器械備品 ×x x II 固定負債 xxx その他の器械備品 X×x II 国定 負債 X×x 
車両及び船舶 X×× 医 療 機 関 債 xxx 車両及び船舶 ××× 医 療 機 関 債 ××× 

土 t也 X×× 長 期 借 入 金 ×x x 土 生也 ××x 長 期 ｛昔 入 金 ×xx 
建 設 仮 勘 定 ××× 繰延税金負債 ××× 建 設 仮 勘 定 x x× 繰延税金負債 ×x x 
その他の有形固定資産 ×x x 。。号l当 金 ×x x その他の有形固定資産 xxx 。。ヲ｜ 当 金 X×x 
2無形固定資産 x x× その他の国定負債 ××× 2無形周定資産 xxx その他の固定負債 xxx 
｛昔 ii!l 権 ×x x 負債合計 X×× 借 生組 権 xxx 負債合計 X×X 



ソア ト ウェア X×x 純資産の部 ソフ トウェア X×× 純資産の部

その他の無形同定資産 xxx 科 回 金 額 その他の無形固定資産 xxx 科 目 金 額

3その他の資産 ×x x I 資 本 金 X×x 3 .その他の資産 ××× 資 本 金 X×× 

有 価 吉正 券 xxx II 資本剰余金 xxx 有 価 証 券 xxx II 資本剰余金 ××X 

長 期 貸 付 金 xxx m 利益剰余金 xxx 長 期 貸 付 金 ×x x m 利益剰余金 X×x 
i基有医療機関債 ××× 。。手責 立 金 ××x 。。積 立 金 X×x 
その他長期貸付金 X×x 繰越利益剰余金 xxx 繰越利益剰余金 xxx 
役職員等長期貸付金 X×× N 評価・換算差額等 xxx 役職員等長期貸付金 xxx N 評価・換算差額等 ×x x 
長期前払費用 X×× その他有価罰E券評価差額金 〉く〉く〉く 長期前払費用 xxx その他有価証券評価差額金 X×× 

繰延税金資産 x x× 繰越ヘッジ損謎 X×× 繰延税金資産 x x× 繰越ヘッジ損益 ××× 

その他の固定資産 ××x 純資産合計 X×× その他の圃定資産 xx× 純資産合計 X×× 

資産合計 x x× 負債・純資産合計 X×× 資産合計 xxx 負債・純資産合計 x x× 
（注）表中の科詞について、不要な科目は削除しでも差し支えないこど。また、 jjljに （注）表中の科目について、不要な科目は削除しでも差し支えないこと。また、別に

表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負債及び純 表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、負債及び純

資産を示す名称を付した科目をもって、日ljに掲記することを妨げないこと。 資産を示す名称を付した科目をもって、 )Jljに掲記するiことを妨げないこと。

白面



0 I医療法人における事業報告喜等の様式について」 （平成19年3月30日医政指発第03 3 0 0 0 3号） （抄）

改正後 改正前

様式3-3 様式3-3

法 A』乙 ｜※医療法人整理番号｜ l I l I I 法A主 ｜※医療法人整理番号｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 

所在地 所在地

貸 ｛昔 士す I照 表 貸 ｛昔 対 照 表

（~＇ Ii.比 年 月 日現在） （平成 年 月 日現在）

（単位。千円） （単位・千円）

資産の 部 負債の部 資産の部 負債の部

科 目 金 額 科 目 金 額 科 日 金 額 科 目 金額

流動資産 ×X× 流動負債 X×× I 流動資産 ×X× 流動負債 X×x 

II 固定資産 ××× II 固定負債 X×x II 固定 資産 x X× II 固定 負債 ××x 

1有形圃定資産 ××× ｛ヨb医療機園債｝ 〔×××｝ 1有形固定資産 X×x 

2 j語形国定資産 ××× 負債合計 ××× 2 無形国定資産 xxx 負債合計 ××× 

3その他の資産 ××× 純資産合計 3その他の資産 ××× 純‘資産合計

〔ヨち保直医療機関債） 〔×××｝ 科 目 金 額 科 目 金 額

I 資本剰余金 ××× 資本剰余金 ××x 
II 利益剰余金 xx× II 手lj益剰余金 X×× 

1 代替基金 X×× 1 代替基金 X×× 

2 その他利益剰余金 x x× 2 その他利益剰余金 ××x 
国 評価・換算差額等 ××× III 評価・換算差額等 ××× 

W 基 金 ××× N 基 金 ××× 

純資産合計 ××× 純資産合計 X×× 

資産合計 ××× 負債・純資産合計 ××× 資産合音｜ ××× 負債・純資産合計 X×× 



or医療訟人における事業報告書等の様式について」 （平成19年3Jj 3 0日医政指発第0330003号） （抄）

改正後 改正前

様式3-4 株式3-4

対二 λ4乙 ｜※医療法人整理番号｜ I l l [ I をま二 ' 広ζ . ｜※医掠法人整理番号｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 

所在地 所在地

貸 借 立f 照 表 貸 イ昔 主オ 照 表

（平成 年 月 日現在） （平成 年 月 日現在）

（単位．千円） （単位．千円）

資産の部 負債の部 資産の部 負債の部

科 目 金 傾 科 日 金 額 科 目 *" 額 手ヰ 自 金 額

流動資産 ××× 流動負債 、X×X 流動資産 ×xx I 流動 負債 ×xx 

ll 固 定資産 ××× ll 固 定負債 ××× ll 固定 資産 x x× ll 固定負債 ××× 

1有形固定資産 X×× ~2 宇3医療機国債｝ {X××｝ 1有形固定資産 x x× 

2無形固定資産 ××× 負債合計 ×X× 2無形固定資産 ××× 負債合計 X×× 

3その他の資産 ××× 純資産合計 3その他の資産 ×X× 純資産合計

（うち保査医療機関債） (xx x) 科 目 金 額 科 目 f桂 額

I 資 本 金 ××× 資 本 金 X×x 

ll 資本剰余金 ××× ll 資本剰余金 X×x 

回 利益剰余金 ×X× m 利益剰余金 ××× 

N 評価・換算差額等 ×xx N 評価・換算差額等 ××× 

純資産合計 ××× 純資産合計 X×× 

資産合計 ××× 負債・純資産合計 ×X× 資産合計 ××× 負債・純資産合計 〉〈××

.. 



各都道府県医政主管部（局）長 l
〉殿

各地方厚生局健康福祉部長｜

【改正後全文］

医政指発第0330003号

平成 19年 3月 30日

最終改正医政指発 08 0 9第 3号

平成 2 5年 8 月 9 日

厚生労働省医政局指導課長

医療法人における事業報告書等の様式について

昨年6月21日法律第84号をもって公布された良質な医療を提供する体制の確立

を図るための医療法等の一部を改正する法律（以下「改正法」としづ。）の施行に伴い、

改正後の医療法による医療法人の事業報告書等の様式については、下記のとおりであ

るので、留意いただくとともに、貴管内医療法人に対してご指導願いたい。

なお、これに伴い、「決算の届出等について（平成7年4月20日付指第26号厚生

省健康政策局指導課長通知）」及び「病院会計準則の改正に伴う医療法人における決算

の届出の様式に係る留意点について（平成16年8月19日付医政指発第08 1 9 0 

0 2号厚生労働省医政局指導課長通知）Jは廃止するロ

言己

1 医療法（昭和23年法律第20 5号。以下「法」としサ。）第51条第1項の事業

報告書、財産目録、貸借対照表及び損益計算書並びに第46条の4第7項第3号の

監査報告書の様式を次のとおり定めたこと。

(1）事業報告書

(2）財産目録

(3）貸借対照表

① 病院又は介護老人保健施設を開設する医療法人

様式1

様式2



ア 改正法の施行日以後に設立された医療法人（ただし、改正

法の施行日以後に設立の申請を行った医療法人に限る。）文

は改正法の施行目前に設立された医療法人で、施行日以降に

法第44条第5項の規定にかかる定款又は寄附行為の変更に

つき法第50条第1項の認可を受けた医療法人（以下「新法

の医療法人j という。） 様式3 1 

イ 改E法附則第 10条第2項の規定により、改正法による改

正前の法第56条の規定が、当分の問、なおその効力を有す

ることとされた医療法人（以下「経過措置型医療法人Iとい

う。）

②診療所のみを開設する医療法人

ア新法の医療法人

イ 経過措置型医療法人

(4）損益計算書

①病院文は介護老人保健施設を開設する医療法人

②診療所のみを開設する医療法人

(5）監事監査報告書

様式3 2 

様式3 3 

様式3 4 

様式4 1 

様式4 2 

様式5

2 法第54条の2第1項の社会医療法人債を発行した医療法人（当該社会医療法人

債の総額について償還済みであるものを除く。）の財産目録、貸借対照表及び損益計

算書の様式については、 1にかかわらず、社会医療法人債を発行する社会医療法人

の財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年厚生労働省令第

3 8号）の様式第号、様式第二号及び様式第三号により取り扱われたいこと。



〔別紙〕

様式1

事 世
中
干
ム 報 とヒ

口 書

（自平成00年00月00日至平成00年00月00日）

1 医療法人の概要

(1）名 称 医療法人00会

①己財団 口社団（口出資持分なし口出資持分あり）

②口社会医療法人 口特定医療法人 口出資額限度法人

口その他

③口基金制度採用 口基金制度不採用

注）①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。） ｛こついて、該当する欄

の口を塗りつぶすこと。（会計年度内に変更があった場合は変更後。）

(2）事務所の所在地 00県00郡（市） 00町（村） 00番地

注）複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事務所を記載

すること。

(3）設立認可年月日 平成00年00月00日

(4）設立登記年月旬 平成00年00月00日

(5）役員及び評議員

氏 名 備 考

理事長 00 00 

理 事 00 00 

同 00 00 

同 00 00 00病院管理一者

同 00 00 00病院管理者

同 00 00 00診療所管理者

問 00 00 介護老人保健施設00閣管理者

匹且と 事 00 00 

向 00 00 

評議員 00 00 医師（00医師会会長）

同 00 00 経営有識者（00経営コンサルタント代表）

同 00 00 医療を受ける者（00自治会長）

注） 1.社会医療法人及び特定医療法人以外の医療法人は、記載しなくても差し支えないこと。

2.理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所文は介護老人保健施設（医療

法第42条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者であることを記載する

こと。（医療法第47条第1項参照）

3. 評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第49条の4参照）



2 事業の概要

(1）本来業務（開設する病院、診療所又は介護老人保健施設（医療法第42条の指定管理者として

管理する病院等を含む。）の業務）

種 類 施設の名称 開 設 場 所 許可病床数

病院 00病院 OO'l県00郡（市） 00町（村） 一般病床 000床

00番地 療養病床 000床

［医療保険 00床j

［介護保険 000床］

精神病床 00床

感染症病床 00床

結核病床 00床

診療所 00診療所 00県00郡（市） 00町（村） 一般病床 00床

[00市（町、村） 00番地 療養病床 00床

から指定管理者 ［医療保険 00床］

として指定を受 ［介護保険 00床］

けて管理］

介護老人 00閤 00県00郡（市） 00町（村） 入所定員 000名

保健施設 00番地 通所定員 00名

注） 1 地方自治法第244条の2第3項に規定する指定管理者として管理する施設について

は、その旨を施設の名称の下に［ 1書で言丘設すること。

2. 療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床の

それぞれについて内訳を［ ］書で記載すること。

3. 介護老人保健権設の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。

(2) ~付帯業務（医療法人が行う医療法第4 2条各号に掲げる業務）

種類又は事業名 実 施 場 r'fr 備 考

訪問看護ステーション00 00県00郡（市） 00町（村）

00番地

00在宅介護支援センター 00県00郡（市） 00町（村）

[00市（町、村）から委託を 00番地

受けて管理］ ' 

注）地方公共団体から委託を受けて管理する施設については、その旨を施設の名称の下に

［ I書で記載すること。



(3）収益業務（社会医療法人が行うことができる業務）

種 類 実 施 場 所 備

駐車j易業 00県00郡（市） 00町（村）

00番地

料嘩品小売業 00県00郡（市） 00町（村）

00番地

(4）当該会計年度内に社員総会文は評議員会で議決又は同意した事項

平成00年00月00日 平成00年度決算の決定

平成00年00月00田

平成oc年00月00日
平成oc年00月00日
平成00年00月00日

II 

II 

定款の変更

社員の入社及び除名

理事、監事の選任、辞任の承認

平成00年度の事業計画及び収支予算の決定

平成00年度の借入金額の最高限度額の決定

医療機関債の発行（購入）の決定

考

注） (5）、（6）については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、（7）以下については、病

院又は介護老人保健施設を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法人は記載しな

くても差し支えないこと。

(5）当該会計年度内に発行した医療機関債

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期目、資金使途、償還の方法及

び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。

(6）当該会計年度内に購入した医療機関債

注） 1. 医療機関債を発行する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行われる医

療機関と同ーの二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域

における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、かつ、当該医療連携を

継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由を記載す

ること。

2.購入した医療機関債名、発行元医療法ノ、名、購入総額及び償還期間を記載すること。

なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。

(7）当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

平成00年00月00日 00病院開設許可（平成00年開院予定）

平成oc年00月00日 00診療所開設
平成00年00月00日 訪問看護ステーション00開設



(8）当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

平成00年00月00日 公害健康被害の補償等に関する法律の公害医療機関

平成00年00月00日 小児救急医療拠点病院

平成00年00月00日 エイス治療拠点病院

注）全ての指定内容について記載しでも差し支えない。

(9）その他

注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入文はリース契約、診療科の新設文は

廃止等を記載する。（任意）



様式2

盗ム名 一一一一一｜※医療法人整理番号II I I I I 
宜主坦

財 産 民 録

（平成 年 月 日現在）

1.資 産 害貢 xx X 千円

2.負 債 額 x x×千円

3 純 資 産 額 xx x千円

（内訳） （単位：千円）

区 分 金 額

A 流動資産 ××x 

B 回 定資産 xxx 

c 資産合計 (A+B) xxx 

D 負債合計 xxx 

E 純 資 産 (C D) xxx 

（注）財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

土地及び建物について、該当する欄の口を塗りつぶすこ止。

土 地（口法人所有口賃借口部分的に法人所有（部分的に賃借））

建 物（口法人所有口賃借口部分的に法人所有（部分的に賃借））



様式3-1

盗

自

｜※医療法人整理番号｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 

貸 借 対 照 表

（平成年月 日現在）

（単位・千円）

資産 の 音日 負 f責 の 部

手ヰ 目 金 額 科 目 金 額

I 流動 資 産 xxx I 流動 負債 xxx 

現金及び預金 xxx 支 払 手 官5 ×x x 

事 業 未 収 金 xxx 買 掛 金 〉く〉く〉く

有 f面 証 券 xxx 短 期 ｛昔 入 金 xxx 

た な 卸 資 産 xxx 来 払 金 xxx 

~IJ 渡 ノ斗＼ム X×x 未 払 費 用 xxx 

前 払 費 用 xxx 未払法人税等 xxx 

繰延税金資産 xxx 未払消費税等 ×x x 

その他の流動資産 xxx 繰延税金負債 xxx 

II 固 定 資 産 ×x x 目lj コ＂＇＂に， 金 〉く〉くコく

1有形固定資産 〉く×× 子頁 り 金 xxx 

建 物 xxx 前 3え〈ι 収 益 xxx 

構 築 物 xxx 。。ヲ｜ 当 金 xx× 

医療用幕械備品 xx× その他の流動負債 xxx 

その他の器械備品 xx× II 国 定 負債 X×x 

東南及び船舶 xxx 区 療 機 関 債 xxx 

土 地 ×x x 長 期 借 入 金 xxx 

建 設 f反 勘 定 xxx 繰延税金負債 xxx 

その他の有形固定資産 xxx 。。51 当 金 X×× 

2無形固定資産 xxx その他の固定負債 xxx 

借 地 権 X×× 負債合計 xx× 

ソフ トウェア xxx 純資産の部

その他の無形固定資産 xxx 科 目 金 額

3その他の資産 xxx 資本剰余金 xxx 

有 価 証 券 xxx II 利益剰余金 xxx 

長 期 貸 付 金 xxx 1代替基金 xxx 

保有医療機関債 xxx 2その他利益剰余金 xxx 

その他長期貸付金 xxx 。。積 }L 金 ××× 

役職員等長期貸付金 xxx 繰越利益剰余金 xxx 

長期前払費用 X×x III 評価・換算差額等 ×x x 

繰延税金資産 xxx その他有愉E止妻子許価差額 xxx 
4詮

その他の固定資産 xx× 繰延 h ッジ損益 xxx 
W 基 2 金 xxx 

純資産合計 ××× 

資 産合計 X×× 負債・純資産合計 ××× 

（注） 1.表中の科目について、不要な科目は削除しでも差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

あると認められるものについては、当該資産、負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、 jjlJに

掲記することを妨げないこと。

2.社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。



様式3-2

法ム急一一

主主宣

｜※医療法人整理番号｜｜ I I I I 

貸 借 対 照 表

（平成年月 日現在）

資 産 の 部 負債 の 部

手ヰ 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 xxx I 流動 負債 xxx 

現金及び預金 xxx 支 払 手 非主 xxx 

事 業 未 収 金 xxx 買 掛 金 xxx 

有 価 E正 高~－ xxx 短 期 借 入 金 xxx 

た な 卸 資 産 ×X× 来 払 金 ×xx 

前 渡 金 xxx 米 払 費 用 x x× 

前 払 費 用 xxx 未払法人税等 xxx 

繰延税金資産 xxx 未払消費税等 xxx 

その他の流動資産 xxx 繰延税金負債 xxx 

Il 閤 'jと,, 資 産 xx× 前 Cf-ら 金 x X× 

1 有形固定資産 x X× 預 り 金 xxx 

建 物 xxx 前 Cf-〈ん 収 益 x x× 
構 築 物 xxx 。。号｜ 当 金 X×x 

医療用器械備品 xxx その他の流動負債 ××× 

その他の器械備品 xxx Il 固 定 負債 ×xx 
車両及び船舶 xxx 医 療 機 関 債 xxx 

土 全世 ××x 長 期 ｛－土日" 入 金 ×xx 
建 設 仮 勘 定 ×〉く X 繰延税金負債 xxx 
その他の有形固定資産 xxx 。。号｜ 当 金 xxx 

2無形固定資産 ×X× その他の固定負債 xxx 
｛昔 i也 権 X×× 負 債合計 xxx 
ソフ トウェア X×x 純資産の部

その他の無形圃定資産 xxx 科 目 金 額

3その他の資産 xxx I 資 本 金 ××× 

有 価 証 券 xxx Il 資本剰余金 xxx 
長 期 貸 付 金 xxx Ill 利益剰余金 X×× 

保有医療機関債 X×x 。。積 立 金 ×X× 

その他長期貸付金 X×x 繰越利益剰余金 xxx 
役職員等長期貸付金 x x× N 評価・換算差額等 X×× 

長期前払費用 xxx 士のf也有価証券詳仙差額 xxx 合
繰延税金資産 繰延ヘッジ損益 xxx 
その他の固定資産 純資産合計 xxx 
資 産合計 xxx 負債・純資産合計 xxx 

（単位千円）

（注）表中の科目について、不要な科目は削除しでも差し支えないこと。また、 )JIJに表示することが適当でめる

と認められるものについては、当該資産、負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、 j)ljに掲記する

ことを妨げないこと。



様式3-3

資産の 音日

科 目

I 流動 資産

II 困 ｛ メヒ 資産

1有形固定資産

2無形画定資産

3その他の資産

（うち保有医療機関債）

資 産合計

｜※医療法人整理番号lI I I I I 

貸
，，土k
l日 対 E召 表

（平成 年 月 日現在）

負 債 の部

金 額 科 目

xxx I 流動 負債
×x x II 固 定 負債
xxx （うち医療機関債）

x x× 負債合 計

xxx 純資産の部

X×x 科 目

I 資本剰余金

II 利益剰余金

1代替基金

2その他利益剰余金

m 評価・換算差額等
W 基 金

純資産合計

x x× 負債・純資産合計

（単位千円）

金 額

×X× 

xxx 
〉〈×x
xxx 

金 額

××× 

xxx 
xxx 
xxx 
X×× 

X ×X 

X×x 
xx× 



様式3-4

一号一
一審一
一理一
一整↑
一人一
一法一
一療一
一医一
－※一

貸借対照表

（平成 年 月 日現在）

（単位千円）

資産 の 部 負債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

I 流動資産 xxx I 流動 負債 xxx 

II 固 定資 産 xxx II 固 定 負債 xxx 

1有形固定資産 xxx （うち医療機関債） (XX×） 

2無形固定資産 xxx 負債 合計 xxx 

3 その他の資産 xxx 純資産の部

（うち保有医療機関債） (XX X) 科 目 金 額

I 資 本 金 ×x x 
II 資本剰余金 xxx 
m 利益剰余金 xxx 

N 評価・換算差額等 X×x 

純資産合計 ××x 

資 産合計 xxx 負債・純資産合計 ×x x 



様式4ー 1

｜※医療法人整理番号｜ I I I I I 

損 益 計 算 書

（白平成年月 日至平成年月 日）

（単位：千円〕

科 目 金 額

I 事業 損 益

A 本来業務事業損益

1 事 業収益 x x× 

2 事 業費 用

( 1 ）事 業 費 へ ×x x 

(2）本 部 費 x X× x X× 

本来業務事業利益 ××× 

B 附帯業務事業損益

1 事業収 益 xxx 

2 事業 費 用 xxx 

附帯業務事業利益 xxx 

c 収益業務事業損益
1 事 業収益 xxx 

2 事 業 費 用 xxx 

収益業務事業利益 ×xx 

事 業 手lj 益 X×× 

lI 事業外収益

'Y 〈ー 取 荊j j息 xxx 

その他の事業外収益 xxx xxx 

lII 事業外費用

支 払 手I] ，皇、 ×〉く×

その他の事業外費用 xx× ×x x 

経 常 事l 益 ×× X 

N 特完lj 京l益

関定資産売却益 xxx 

その他の特別利益 ×x x 〉く〉く〉く

v 特別 損失
思定資産売却損 xxx 

その他の特別損失 ×x x 〉く 3く〉く

税 引前 当 期 純 手lj 益 xxx 

法人税・住民税及び事業税 ××x 

法 人 税 等 言問 繋 額 X×× xxx 

当 期 純 手lj 益 X×× 

（注） 1 .利益がマイナスとなる場合には、 「利益Jを「損失」と表示すること。

2. 表中の科目について、不要な科目は削除レても差し支えないこと。また、別に表示することが適当で

あると認められるものについては、当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を

を示す名称を付した科目をもって、 ~lj に掲記することを妨げないこと。



様式4-2

法ム是主
却h

｜※医療法人整理番号｜ ｜ ｜ ｜ ｜ ｜ 

損 益 言十 算 書

（白平成年月 日至平成年月 日）

（単位：千円）

科 目 金 額

I 事 業損 益

A 本来業務事業損益

1 事業収益 xxx 

2 事業費 用 xxx 

本来業務事業利益 xxx 

B 附帯業務事業損益

1 事業収益 〉〈〉く〉く

2 事 業費 用 xxx 
附帯業務事業利益 xxx 

事 業 fl] 益 〉く〉く〉く

II 事業外収益 xxx 
国 事業外費用 xxx 

経 円吊 年リ 益 xxx 

N 特別 手1] 益 xxx 
v 特別 損失 xxx 

税 ヨ｜ 前 当 期 車砲 fl] 益 ×xx 
法 人 税 等 xxx 
当 期 純 相l 益 X×x 

（注） 1.利益が7 イナスとなる場合には、 「利益」を「損失Jと表示すること。

2.表中の科目について、不要な科目は削除しでも差し支えないこと。



0 

様式5

監事監査報告書

医療法人00会

理事長 00 00 殿

私（注1）は、医療法人00会の平成00会計年度（平成00年00月00日から平成00年00

月00日まで）の業務及び財産の状況等について監査を行いました。その結果につき、以下のとおり

報告いたします。

監査の方法の概要

私たちは、理事会その他重要な会議に出席するほか、理事等からその職務の執行状況を聴取し、

重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な施設において業務及び財産の状況を調査し、事業報告

を求めました。また、事業報告書並びに会計帳簿等の調査を行い、計算書類、すなわち財産目録、

貸借対照表及び損益計算書（注2）の監査を実施しました。

記

監査結果

(1）事業報告書は、法令及び定款（寄附行為）に従い、法人の状況を正しく示してしもものと認めま

す。

(2）会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、上記の計算書類の記載と合致しているものと認め

ます。

(3）計算書類は、法令及び定款（寄附行為）に従い、損益及び財産の状況を正しく示しているものと

認めます。

(4）理事の職務報ぽ子に関する不正の行為又は法令若しくは定款（寄附行為）に違反する重大な事実は

認められません。

平成00年00月00日

医療法人00会

監事 00 00 印

監事 00 00 印

（注1）監査人が複数の場合には、「私たち」とする。

（注2）社会医療法人債を発行する医療法人については、「財産目録、貸借対照表、損益計算書、純資

産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表」とする。


